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機
器
を
購
入
す
る
際
に

よ
り
省
エ
ネ
性
能
の
高
い

製
品
を
選
ぶ
こ
と
が
で
き

る
環
境
を
求
め
て
い
ま

す
。

　

ト
ッ
プ
ラ
ン
ナ
ー
制
度

で
は
、
機
器
の
高
効
率
化

に
関
し
て
製
造
事
業
者
や

輸
入
事
業
者
に
対
し
て
規

制
す
る
と
と
も
に
エ
ネ
ル

ギ
ー
消
費
効
率
等
の
表

示
を
求
め
て
お
り
、
具
体

的
に
は
、
機
器
や
建
材
の

製
造
・
輸
入
事
業
者
に
対

し
、
３
〜　

年
程
度
先
に

１０

設
定
さ
れ
る
目
標
年
度

に
お
い
て
、
区
分
ご
と
に
、

現
在
最
も
優
れ
た
機
器

等
の
水
準
に
技
術
進
歩

を
加
味
し
た
基
準
（
ト
ッ

プ
ラ
ン
ナ
ー
基
準
）
を
満

た
す
こ
と
を
求
め
る
制
度

で
あ
り
、
現
在
、
乗
用
自

動
車
、
エ
ア
コ
ン
、
照
明
器

具
、冷
蔵
庫
、給
湯
器（
電

気
、ガ
ス
、石
油
）、断
熱
材

な
ど　

品
目
（　

機
器
、

３２

２９

３
建
材
）
を
対
象
と
し
て

い
ま
す
。

　

ま
た
、
窓
の
建
材
ト
ッ

プ
ラ
ン
ナ
ー
制
度
に
つ
い

て
も
、
令
和
４
年
３
月
、

２
０
２
２
年
度
を
目
標

年
度
と
す
る
現
行
基
準

に
つ
い
て
、
２
０
３
０
年

度
を
新
た
な
目
標
年
度

と
し
て
約
４
割
を
引
き

上
げ
る
こ
と
が
決
定
し
ま

し
た
。

　

こ
れ
に
合
わ
せ
、
上
位

の
断
熱
性
能
が
評
価
で
き

る
よ
う
、
窓
の
性
能
表
示

制
度
も
見
直
し
、
６
月
に

公
表
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

同
じ
く
令
和
３
年
の

６
月
よ
り
検
討
が
進
め

ら
れ
て
い
た
断
熱
材
に
つ

い
て
も
、
令
和
４
年　

月
１０

に
見
直
し
の
検
討
結
果
が

取
り
ま
と
め
ら
れ
、
新
た

な
目
標
基
準
値
は
現
在

の
基
準
値
よ
り
５
〜
６

％
程
度
引
上
げ
た
も
の
と

な
り
ま
し
た
。

　

令
和
４
年
度
の
第
二

次
補
正
予
算
に
お
い
て

は
、
国
土
交
通
省
や
環
境

省
と
連
携
し
て
、
住
宅
の

省
エ
ネ
分
野
に
つ
い
て
、
高

効
率
給
湯
器
導
入
や
断

熱
窓
の
改
修
な
ど
の
支
援

事
業
を
措
置
し
て
お
り
、

今
後
も
、ト
ッ
プ
ラ
ン
ナ
ー

制
度
と
併
せ
て
、
事
業
者

に
お
け
る
省
エ
ネ
製
品
の

開
発
・
普
及
を
推
進
し
て

い
き
ま
す
。

　

さ
ら
に
、
エ
ネ
ル
ギ
ー

小
売
事
業
者
が
消
費
者

の
省
エ
ネ
意
識
向
上
に
果

た
す
役
割
に
着
目
し
、
本

年
度
よ
り
「
省
エ
ネ
コ
ミ
ュ

ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
・
ラ
ン
キ
ン

化
に
取
り
組
ん
で
い
ま

す
。

　

工
場
・
事
業
場
等
の
エ

ネ
ル
ギ
ー
消
費
効
率
の
改

善
に
向
け
て
、
令
和
４
年

度
第
二
次
補
正
予
算
に

お
い
て
、
省
エ
ネ
設
備
投

資
等
に
係
る
費
用
の
支
援

（
い
わ
ゆ
る
「
省
エ
ネ
ル

ギ
ー
補
助
金
」）
を
大
幅

に
拡
充
し
ま
し
た
。

　

他
に
も
、
全
国
に
、
中

小
企
業
等
に
向
け
た
省
エ

ネ
の
取
組
に
係
る
支
援
窓

口
を
構
築
し
、
エ
ネ
ル

ギ
ー
使
用
状
況
の
把
握
か

ら
省
エ
ネ
計
画
の
策
定
・

実
施
・
見
直
し
ま
で
、き
め

細
か
な
省
エ
ネ
相
談
等
を

通
じ
て
省
エ
ネ
の
取
組
を

促
進
し
、
今
後
も
再
生
可

能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
活
用
を

含
め
た
最
適
な
エ
ネ
ル

ギ
ー
活
用
を
推
進
し
て
い

き
ま
す
。

●
運
輸
部
門
に
お
け
る

省
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策

　

物
流
の
効
率
化
に
関
し

て
は
、
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン

全
体
で
効
率
化
に
向
け

た
取
組
を
進
め
て
い
く
こ

と
が
重
要
で
す
。
関
係
者

が
連
携
し
て
輸
送
シ
ス
テ

ム
の
共
通
化
を
図
る
と
も

に
、新
技
術
を
活
用
し
て
、

サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
全
体

の
効
率
化
を
図
る
取
組
の

実
証
に
つ
い
て
関
係
省
庁

と
連
携
し
て
引
き
続
き
支

援
し
て
い
き
ま
す
。

　

ま
た
、ト
ラ
ッ
ク
の
輸
送

効
率
化
を
図
る
こ
と
や
、

電
動
化
が
進
む
自
動
車

を
適
切
に
整
備
で
き
る
環

境
を
整
え
て
い
く
こ
と
も

重
要
で
す
の
で
、
こ
れ
ら

の
取
組
に
必
要
な
シ
ス
テ

ム
の
導
入
を
引
き
続
き
支

援
し
て
い
き
ま
す
。

　

さ
ら
に
、
内
航
船
の
輸

送
効
率
化
を
図
る
た
め
、

省
エ
ネ
性
能
の
高
い
革
新

的
な
設
計
・
建
造
等
、
ま

た
省
エ
ネ
標
準
船
型
開
発

や
Ａ
Ｉ
・
Ｉ
ｏ
Ｔ
を
活
用

し
た
荷
役
効
率
化
等
、
運

航
の
効
率
化
に
資
す
る
取

組
に
つ
い
て
も
、
引
き
続

き
支
援
し
て
い
き
ま
す
。

●
家
庭
・
業
務
部
門
に
お

け
る
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策

　

家
庭
部
門
の
省
エ
ネ
対

策
と
し
て
は
、「
ト
ッ
プ
ラ

ン
ナ
ー
制
度
」
に
お
け
る

製
造
・
輸
入
事
業
者
へ
の

規
制
と
、「
小
売
事
業
者

表
示
制
度
」
に
お
け
る
小

売
事
業
者
等
へ
の
規
制
の

両
輪
に
よ
り
、
消
費
者
が

わ
た
り
改
正
さ
れ
て
き
た

省
エ
ネ
法
は
、
工
場
等
を

設
置
す
る
事
業
者
に
対

し
、
省
エ
ネ
の
取
組
を
促

し
て
い
ま
す
。

　

特
に
原
油
換
算
で
年

間
１
�
５
０
０
�
以
上
の

エ
ネ
ル
ギ
ー
を
使
用
す
る

者
は
、
特
定
事
業
者
と
し

て
指
定
さ
れ
、
毎
年
度
の

エ
ネ
ル
ギ
ー
使
用
状
況
等

を
国
に
報
告
す
る
こ
と
に

な
っ
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
業
種
・
分
野
別

に
事
業
者
が
中
長
期
的

に
達
成
す
べ
き
エ
ネ
ル

ギ
ー
消
費
効
率
等
の
目

標
（
各
業
界
で
上
位
１
〜

２
割
の
事
業
者
が
満
た

す
水
準
）を
設
定
し
、省
エ

ネ
努
力
を
促
す
ベ
ン
チ

マ
ー
ク
制
度
（
産
業
ト
ッ
プ

ラ
ン
ナ
ー
制
度
）
を
２
０

０
９
年
度
よ
り
導
入
し

て
い
ま
す
。

　

ベ
ン
チ
マ
ー
ク
制
度
は
エ

ネ
ル
ギ
ー
消
費
量
の
大
き

い
製
造
業
だ
け
で
な
く
、

流
通
・
サ
ー
ビ
ス
業
に
も

対
象
を
拡
大
し
て
お
り
、

産
業
・
業
務
部
門
の
エ
ネ

ル
ギ
ー
消
費
量
の
約　

％
７０

を
カ
バ
ー
す
る
も
の
と
な

っ
て
い
ま
す
。

　

今
後
は
エ
ネ
ル
ギ
ー
多

消
費
産
業
等
に
お
け
る

国
際
的
な
エ
ネ
ル
ギ
ー
消

費
効
率
の
水
準
等
も
踏

ま
え
つ
つ
、
ベ
ン
チ
マ
ー
ク

目
標
・
指
標
の
見
直
し
を

行
う
と
と
も
に
、
２
０
５

０
年
カ
ー
ボ
ン
ニュ
ー
ト
ラ

ル
の
実
現
に
向
け
て
、ベ
ン

チ
マ
ー
ク
制
度
対
象
業
種

の
拡
大
を
進
め
て
い
き
ま

す
。

　

さ
ら
に
、
こ
れ
ら
の
特

定
事
業
者
か
ら
の
報
告
に

あ
た
っ
て
は
、
Ｗ
ｅ
ｂ
ブ

ラ
ウ
ザ
上
で
報
告
書
の
作

成
と
提
出
が
一
体
的
に

行
え
る
新
し
い
電
子
報
告

シ
ス
テ
ム
（
Ｅ
Ｅ
Ｇ
Ｓ：

イ
ー
グ
ス
）
の
運
用
を
令

和
４
年
度
よ
り
開
始
し

て
お
り
、
事
業
者
の
皆
様

の
負
担
軽
減
と
と
も
に
省

エ
ネ
取
組
を
推
進
し
て
い

き
ま
す
。

　

事
業
者
の
省
エ
ネ
ル

ギ
ー
取
組
に
対
す
る
支

援
策
と
し
て
は
、
エ
ネ
ル

ギ
ー
コ
ス
ト
の
高
騰
に
対

応
す
る
た
め
、
政
府
と
し

て
、
今
後
３
年
程
度
を
集

中
的
な
支
援
期
間
と
し

た
省
エ
ネ
対
策
の
抜
本
強

て
い
ま
す
。徹
底
し
た
省
エ

ネ
ル
ギ
ー
の
推
進
に
向
け

て
、
引
き
続
き
省
エ
ネ
法

に
よ
る
規
制
と
補
助
金

を
は
じ
め
と
す
る
支
援
策

の
両
面
で
省
エ
ネ
を
進
め

て
い
き
ま
す
。

●
産
業
・
業
務
部
門
に
お

け
る
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策

　

オ
イ
ル
シ
ョ
ッ
ク
を
契

機
に
１
９
７
９
年
に
制

定
さ
れ
、そ
の
後
、数
度
に

れ
た
第
６
次
エ
ネ
ル
ギ
ー

基
本
計
画
で
は
、
産
業
部

門
、
業
務
部
門
、
家
庭
部

門
、運
輸
部
門
に
お
い
て
、

技
術
的
に
も
可
能
で
現

実
的
な
省
エ
ネ
対
策
と
し

て
考
え
ら
れ
得
る
限
り
の

も
の
を
そ
れ
ぞ
れ
積
み

上
げ
、２
０
３
０
年
度
に

６
�
２
０
０
万
�
（
原
油

換
算
）
の
省
エ
ネ
を
達
成

す
る
と
し
て
、従
来
の
５
�

０
３
０
万
�
か
ら
目
標

が
上
積
み
さ
れ
て
お
り
、

今
後
の
省
エ
ネ
の
推
進
は

一
層
重
要
な
も
の
と
な
っ

●
我
が
国
の
省
エ
ネ
ル

ギ
ー
政
策

　

２
０
２
０
年　

月
に

１０

２
０
５
０
年
カ
ー
ボ
ン
ニ

ュ
ー
ト
ラ
ル
の
目
標
が
示

さ
れ
、２
０
２
１
年
４
月

に
は「
２
０
３
０
年
度
温

室
効
果
ガ
ス
排
出　

％
削

４６

減
、
更
に　

％
の
高
み
を

５０

目
指
し
て
挑
戦
を
続
け

る
」
と
す
る
新
た
な
削
減

目
標
が
示
さ
れ
ま
し
た
。

　

こ
れ
を
受
け
て
、
２
０

２
１
年　

月
に
策
定
さ

１０
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2050 年 カーボンニュートラル実現へ  省エネの推進は引き続き重要

グ
制
度
」
の
本
格
運
用
を

開
始
し
ま
し
た
。

　

こ
の
制
度
は
、電
力
・
ガ

ス
会
社
に
よ
る
省
エ
ネ
に

関
す
る
一
般
消
費
者
向

け
の
情
報
提
供
や
サ
ー
ビ

ス
の
充
実
度
を
調
査
し
、

取
組
状
況
を
評
価
・
公
表

す
る
も
の
と
な
っ
て
お
り
、

消
費
者
の
皆
様
に
電
力
・

ガ
ス
会
社
を
選
択
す
る
際

の
参
考
に
し
て
い
た
だ

き
、
提
供
さ
れ
た
省
エ
ネ

情
報
を
元
に
、
よ
り
一
層

の
省
エ
ネ
に
取
り
組
ん
で

い
た
だ
く
こ
と
、
ま
た
電

力
・
ガ
ス
会
社
に
よ
る
更

な
る
情
報
提
供
の
取
組

を
促
す
こ
と
を
目
的
と
し

て
い
ま
す
。

　

今
年
の
ラ
ン
キ
ン
グ
は

　

月
に
公
表
さ
れ
ま
し

１０た
。
エ
ネ
ル
ギ
ー
コ
ス
ト
が

上
昇
す
る
中
で
、
消
費
者

の
省
エ
ネ
・
節
電
意
識
が

高
ま
っ
て
お
り
、こ
の
制
度

も
改
善
さ
せ
な
が
ら
、
家

庭
部
門
の
省
エ
ネ
施
策
を

強
化
し
て
い
き
ま
す
。

●
今
後
の
省
エ
ネ
政
策
に

つ
い
て

　
「
第
６
次
エ
ネ
ル
ギ
ー

基
本
計
画
」に
お
い
て
、①

非
化
石
エ
ネ
ル
ギ
ー
含
む

全
て
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
使

用
の
合
理
化
、
②
需
要
サ

イ
ド
で
の
非
化
石
エ
ネ
ル

ギ
ー
の
導
入
拡
大
（
需
要

の
高
度
化
）、
③
再
生
可

能
エ
ネ
ル
ギ
ー
電
気
有
効

利
用
の
た
め
の
需
要
の
最

適
化
、
④
変
動
電
源
の
導

入
拡
大
に
対
応
し
た
系

統
安
定
化
に
貢
献
す
る

た
め
の
需
要
サ
イ
ド
に
お

け
る
レ
ジ
リ
エ
ン
ス
強
化

に
向
け
、
省
エ
ネ
法
改
正

を
視
野
に
制
度
的
対
応

の
検
討
を
行
う
と
記
さ

れ
て
い
る
と
お
り
、
今
後

は
、
従
来
か
ら
の
「
省
エ

ネ
」に
加
え
て
、需
要
側
で

の
非
化
石
エ
ネ
ル
ギ
ー
導

入
な
ど
あ
ら
ゆ
る
取
組

を
進
め
る
こ
と
が
必
要
な

状
況
で
す
。

　

こ
の
た
め
、
本
年
の
通

常
国
会
に
お
い
て
、
こ
れ

ま
で
需
要
側
の
省
エ
ネ
を

促
し
て
き
た
省
エ
ネ
法
が

改
正
さ
れ
、「
非
化
石
エ
ネ

ル
ギ
ー
へ
の
転
換
」
な
ど
の

措
置
が
追
加
さ
れ
ま
し

た
。

　

来
年
４
月
の
改
正
省
エ

ネ
法
施
行
に
向
け
て
、
こ

う
し
た
措
置
の
詳
細
を
審

議
会
（
総
合
資
源
エ
ネ
ル

ギ
ー
調
査
会
省
エ
ネ
ル

ギ
ー
小
委
員
会
な
ど
）
で

検
討
し
て
い
る
と
こ
ろ
で

す
。

●
結
び

　

２
０
５
０
年
カ
ー
ボ

ン
ニュ
ー
ト
ラ
ル
の
実
現
に

向
け
て
も
、
省
エ
ネ
の
推

進
は
引
き
続
き
重
要
と

な
り
ま
す
。
今
後
と
も
、

皆
様
方
に
省
エ
ネ
ル
ギ
ー

に
向
け
た
取
組
を
積
極

的
に
進
め
て
い
た
だ
く
よ

う
お
願
い
申
し
上
げ
ま

す
。

今 号 の 主 な 登 場 者

2 面
経済産業省

大臣官房審議官
橋本　真吾氏

4面
国土交通省
住宅局　参事官
今村　敬氏

2面
日本金属熱処理工業会

会長
嶋崎　利行氏

省
エ
ネ
法
に
よ
る
規
制
と
補
助
金
等
で
支
援

　

ベ
ン
チ
マ
ー
ク
制
度
対
象
業
種
の
拡
大
へ

事
業
者
の
負
担
軽
減
へ
電
子
報
告
シ
ス
テ
ム
運
用
を
開
始

設
備
投
資
費
用
支
援
「
省
エ
ネ
補
助
金
」
を
大
幅
に
拡
充

　

窓
や
断
熱
材
の
性
能
表
示
制
度
を
見
直
し

来
年
４
月
改
正
省
エ
ネ
法
施
行

「
非
化
石
エ
ネ
へ
の
転
換
」
な
ど
の
措
置
を
追
加

令和 4年度の省エネコミュニケーションランキング制度における事業者の評価一覧



２０２２年（令和４年）１２月１５日　　　　　   （6）

　

わ
が
国
全
体
と
し
て

２
０
５
０
年
に
達
成
し

な
け
れ
ば
な
ら
な
い

カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ

ル
の
取
り
組
み
に
は
、
既

に
存
在
す
る
技
術
と
と

も
に
新
た
な
イ
ノ
ベ
ー

シ
ョ
ン
が
不
可
欠
で
す
。

　

事
業
者
に
と
っ
て
「
脱

炭
素
」
の
推
進
と
は
企
業

の
新
し
い
価
値
を
創
造

す
る
も
の
と
し
て
、
世
の

中
様
々
な
取
り
組
み
や

技
術
、
製
品
等
を
把
握
す

る
こ
と
か
ら
始
め
る
こ

と
が
重
要
で
あ
る
と
言

え
ま
す
。

　

今
回
で　

回
目
を
迎

４７

え
る
、
わ
が
国
に
お
け
る

唯
一
の
総
合
省
エ
ネ
ル

ギ
ー
展
「
Ｅ
Ｎ
Ｅ
Ｘ
」、

分
散
エ
ネ
ル
ギ
ー
と
地

域
マ
イ
ク
ロ
グ
リ
ッ
ド

の
展
示
会
「D

ER・
M
ic

rogrid
Japan

」、
再
生
可

能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
導
入

を
加
速
す
る
「
再
生
可
能

エ
ネ
ル
ギ
ー
世
界
展
示

会
＆
フ
ォ
ー
ラ
ム
」
は
、

今
後
強
く
求
め
ら
れ
る

新
し
い
技
術
革
新
を
含

む
「
脱
炭
素
・
エ
ネ
ル

ギ
ー
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン

総
合
展
」
と
し
て
、
省
エ

ネ
と
再
エ
ネ
の
両
面
か

ら
２
０
５
０
年
目
標
の

達
成
に
貢
献
し
ま
す
。

　

従
来
の
ブ
ー
ス
展
示

だ
け
で
は
な
く
、
有
識
者

や
専
門
家
に
よ
る
様
々

な
セ
ミ
ナ
ー
や
講
演
に

加
え
、
先
進
的
取
り
組
み

事
例
の
紹
介
や
研
究
開

発
の
成
果
発
表
、
そ
し
て

施
設
見
学
会
の
実
施
な

ど
を
予
定
し
て
い
ま
す
。

◎
会
期　

２
０
２
３
年

２
月
１
日
（
水
）
〜
３
日

（
金
）　

：

　

〜　
：

　

１０

００

１７

００

東
京
ビ
ッ
グ
サ
イ
ト
東

４
・
５
ホ
ー
ル
＆
会
議
棟

◎
オ
ン
ラ
イ
ン
（
公
式
ウ

ェ
ブ
サ
イ
ト
）２
０
２
２

年　

月
１
日
（
木
）
〜
２

１２
０
２
３
年
２
月　

日
２８

（
火
）

（
写
真
は
前
回
の
会
場

風
景
）

経　産　新　報

ENEX2023 第 47 回地球環境とエネルギーの調和展
主催 :一般財団法人省エネルギーセンター

DER/Microgrid Japan2023　主催 : 株式会社 JTBコミュニケーションデザイン
第 17回再生可能エネルギー世界展示会&フォーラム　主催 : 再生可能エネルギー協議会
開催テーマ：脱炭素・エネルギーイノベーション総合展～GX、DXで目指す 2050 年目標～

　

今
回
で　

回
目

４７

わ
が
国
唯
一
の
総
合
省
エ
ネ
展「
Ｅ
Ｎ
Ｅ
Ｘ
」

２
０
２
３
年
２
月
１
日（
水
）〜
３
日

東
京
ビ
ッ
グ
サ
イ
ト
東
４
・
５
ホ
ー
ル
＆
会
議
棟
で

　

脱
炭
素
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
総
合
展

　
「
３
つ
の
構
成
」

NEX/DER・Microgrid Japan2023
新企画【Site Visit】9施設を一挙紹介 !

　脱炭素・エネルギーに関する最先端の研究開発や 、地域・都市開発におけるエネルギー管理やシステム、ZEB/ZEH
等建築物の最新施設などの最前線を見学いただき 、省エネ活動や再エネ、脱炭素化推進のための知見を蓄積し、ご参
加された方々に自社の取り組みに繋げていただくことを目的とする「Site Visit」を実施いたします。
　今回は脱炭素関連技術、地域開発、建築関連、先進的技術・製品、マネジメント関連から9施設を見学いただけます。
　参加受付は展示会公式ウェブサイトで 12 月 15 日より開始 ! ぜひこの機会にご参加ください。

▼見学施設一覧
● (一財 ) 電力中央研究所 横須賀地区 【電力中央研究所】
●横浜テクノステーションメタネーション実証施設 【東京ガス】
●株式会社 Jバイオフードリサイクル 横浜工場 【J バイオフードリサイクル】
●小田原市地域マイクログリッド事業関連設備 【小田原市】
●東京ポートシティ竹芝 【東急不動産】
●HEMS認証支援センター 【神奈川工科大学】
●Kurita Innovation Hub (KIH) 【栗田工業】
●東京CES センター 【テイエルブイ】
●β型酸化ガリウムバルク単結晶育成室・加工室、クリーンルーム 【ノベルクリスタルテクノロジー】
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三
菱
重
工
業
は
、
チ
リ

の
独
立
発
電
事
業
者
（
Ｉ

Ｐ
Ｐ
）
で
あ
る
グ
ア
コ
ル

ダ
社
（G

uacolda
Energ

ia
SpA

）
が
同
国
北
部
で

運
営
す
る
石
炭
焚
き
火

力
発
電
所
で
の
ア
ン
モ

ニ
ア
混
焼
の
導
入
に
向

け
た
事
業
化
調
査
（Fea

sibility
Study：

Ｆ
Ｓ
）

を
開
始
す
る
こ
と
で
合

意
し
、　

月
６
日
に
Ｍ
Ｏ

１２

Ｕ
（
覚
書：

M
em
orand

um
ofU
nderstanding

）

に
調
印
し
た
。

　

Ｃ
Ｏ
２
排
出
量
削
減

に
向
け
た
世
界
的
潮
流

を
受
け
た
も
の
で
、
同
発

電
所
の
環
境
負
荷
低
減

に
つ
な
げ
る
の
が
狙
い
。

　

こ
の
発
電
所
は
、
首
都

サ
ン
テ
ィ
ア
ゴ
の
北
方

約
７
０
０
�
に
位
置
す

る
ア
タ
カ
マ（Atacam

a

）

州
ウ
ア
ス
コ
（H

uasco

）

地
区
に
あ
る
。

　

５
系
列
の
発
電
ユ
ニ

ッ
ト
で
構
成
さ
れ
て
お

り
、
総
出
力
は　

万
８
�

７５

０
０
０
�
。
同
社
ボ
イ

ラ
ー
や
蒸
気
タ
ー
ビ
ン

ほ
か
主
要
設
備
を
納
入

し
た
も
の
。

　

本
Ｍ
Ｏ
Ｕ
に
基
づ
く

Ｆ
Ｓ
計
画
で
、
同
社
は
ア

ン
モ
ニ
ア
混
焼
に
向
け

た
ア
ン
モ
ニ
ア
バ
ー

ナ
ー
を
は
じ
め
と
す
る

混
焼
に
必
要
な
ボ
イ

ラ
ー
の
装
置
・
機
器
の
検

討
、
供
給
に
つ
い
て
調
査

を
行
う
。

　

２
０
２
４
年
ま
で
の

フ
ェ
ー
ズ
１
で
、
ア
ン
モ

ニ
ア　

％
混
焼
の
基
礎

３０

検
討
を
実
施
し
て
、
課
題

を
抽
出
。２
０
２
５
〜
２

０
２
６
年
の
フ
ェ
ー
ズ

２
で
は
、フ
ェ
ー
ズ
１
で

抽
出
さ
れ
た
課
題
の
解

決
案
検
討
、
な
ら
び
に　
３０

％
混
焼
の
実
証
に
向
け

　

川
崎
重
工
業
株
式

会
社
と
関
西
電
力
株

式
会
社

は
、
２

日
、
２

０
３
０

年
の
液

化
水
素

サ
プ
ラ

イ

チ

ェ
ー
ン

の
構
築

に
向
け

た
海
上

輸
送
等

に
関
す

る
協
業

の
覚
書

を
締
結

し
た
。

　

液
化

水
素
サ

プ
ラ
イ

チ
ェ
ー

ン
の
構

築
に
あ

た
り
、

海
上
輸

送
は
課

題
の
一
つ
。
今
回
の
協

業
を
通
じ
て
、
液
化
水

素
の
海
上
輸
送
を
は

じ
め
、
海
外
で
の
水
素

の

製

造
・
液

化
・
貯

蔵
、
姫

路
エ
リ

ア
で
の

受
入
に

関
す
る

調
査
・

検
討
を

行
う
。

　

今
後

も
両
社

は
、
液

化
水
素

サ
プ
ラ

イ

チ

ェ
ー
ン

の
構
築

を
通
じ

て
、
日

本

の

カ
ー
ボ

ン

ニ

ュ
ー
ト

ラ
ル
の

実
現
に

貢
献
し
て
い
く
と
し

て
い
る
。
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◆　三菱重工が主要設備を納入した石炭火力発電所におい
　　て、アンモニア混焼を検証
◆　既存インフラのＣＯ２排出量削減・有効活用につなげる
　　グアコルダ社の取り組みを支援

チ
リ
・
グ
ア
コ
ル
ダ
社
の
石
炭
火
力
発
電
所

 
ア
ン
モ
ニ
ア
混
焼
導
入
へ
覚
書
に
調
印

　
　

％
混
焼
実
証
に
向
け

３０

　
　
　

詳
細
検
討
を
２
０
２
６
年
ま
で
に

三菱重工

川崎重工業、関西電力
液化水素サプライチェーンの構築に向けた
海上輸送等に関する協業の覚書締結

た
詳
細
設
計
に
取
り
組

む
。

　

将
来
的
に
は
、
同
発
電

所
で
の
実
証
試
験
お
よ

び
混
焼
率
の
拡
大
を
目

指
す
。
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